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高尾川における地下河川の整備について 

THE MAINTENANCE OF THE UNDERGROUND RIVER 

 IN TAKAOGAWA 

 

田浦康司 1 

 Koji TAURA 
 

1 福岡県那珂県土整備事務所 災害事業室 （〒816-0943 大野城市白木原 3-5-25） 
 

 

1．はじめに 

 

 平成２６年８月２２日の未明から朝方にかけ,福岡県筑

紫野市の周辺では,寒冷前線の南下に伴い発生した雨

雲により局所的に猛烈な豪雨が発生し，気象庁の太宰

府観測所では８月としては既往最大となる１時間に 98.5 

mmという雨量を記録した.このため筑紫野市の中心を南

北に貫流する二級河川高尾川が氾濫し，商店街を含む

多くの家屋が浸水被害を受けた. 

高尾川流域では市街化が進んでおり,川に沿って商

店街や県内最古の酒造が立ち並ぶなど,浸水対策の必

要性に加え,当該地域の歴史や街並みの保全,また地

域の活性化が望まれていた． 

そのため福岡県では,本浸水被害の再度災害防止を

目的とした床上浸水対策特別緊急事業（以下、「床対

事業」という）の実施に当たり,現況河川の真下に地下河

川を整備するという全国でもあまり例のない工法を採用

した． 

近年,気候変動等による水災害の激甚化,頻発化が

問題となっている中で,当該地域の様な都市域における

浸水対策は事業用地の確保が困難なケースが想定さ

れる.高尾川における地下河川の整備は,都市における

浸水対策の１つの解決策として有用だと考える.  

著者は，本事業の初年度から,県の担当として計画,

設計,施工に至る一連の工程に携わっており,今回は事

業の目標と課題（「設計における課題」,「施工における

課題」）への対応について紹介する. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 アメダス期間降水量分布図（H26.8.22 0-9 時） 

図-2 太宰府観測所雨量と高尾川水位の状況（H26.8.22） 

 

2．流域の概要 

 

 高尾川は,福岡県の北西部を流れる二級河川御笠川

の二次支川であり,筑紫野市の中心市街地を流れ,一次

支川である鷺田川に流入する流路延長 1.5 km,流域面

積 4.4 km2 の小河川である．流域近傍には西鉄大牟田

線やＪＲ鹿児島本線,九州自動車道,国道３号等があり,

交通の要衝となっている．筑紫野市は,県最大の都市で

ある福岡市を含む福岡都市圏の南に位置し,現在も人

口の微増が続いている. 
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図-3 御笠川流域図（高尾川流域図） 

 

3．流域の浸水被害 

 

(1) 過去の浸水被害 

 高尾川は,この１０年間だけでも５回も氾濫しており,お

よそ２年に１回の割合で床上浸水被害が発生している. 

 

表-1 高尾川流域の近年の浸水被害 

 

(2) H26.8.22 の浸水被害 

特に平成２６年８月２２日の豪雨においては,浸水面

積７．４ha,床上浸水被害４６戸,床下浸水被害４６戸とい

う浸水被害が発生し,市民生活に大きな打撃を与えた. 

 

図-4 浸水区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-1 浸水状況（H26.8.22）（左：洪水前,右：洪水時） 

 

4．事業の概要 

 

(1) 事業の経緯 

福岡県では,平成１１年,１５年に本川である御笠川の

氾濫により博多駅が浸水した洪水を契機として,御笠川

において河川激甚災害特別緊急事業等に着手し,平成

２０年に被災規模相当の洪水に対する一定の完成をみ

た.一方,高尾川等の支川ではその後も浸水被害が相次

いだことから,平成２４年度より一次支川鷺田川の赤岸堰

（0k920）地点から二次支川高尾川の西鉄橋梁（1k020）

地点までの約 2.1 km において河川改修事業に着手し

た.しかし,その矢先,平成２６年の浸水被害を受け,度重

なる浸水被害に対し,緊急的な解消を目指す必要があ

るとして,鷺田川の西鉄二日市駅付近（1k780）から高尾

川の県道紫橋付近（0k840）までの約 1.0 km において平

成２７年度から床対事業に着手している.本事業はおよ

そ５箇年で予算を集中投資することで,再度災害の発生

を防止し,当該地域の浸水被害の軽減を図ることを目的

としている. 

図-5 事業区間位置図 

 

(2) 高尾川床対事業の概要 

本事業では,市街地において限られた期間内に事業

効果を発現させる必要があるため,従来の用地買収を伴

う河道拡幅等に加え,地下河川によるバイパスについて

も洪水防御計画の一つとして比較検討を行った.その結

果,経済性,社会的影響を総合的に判断し,地下河川に

よるバイパスと流下阻害の原因となっている橋梁改築を

メニューとした. 

浸水区域（ha）

床上浸水（戸）

床下浸水（戸）

凡　例

水文状況

24時間雨量

(mm)

H21年7月 梅雨 307.0
床上浸水　　92戸
床下浸水　　48戸

高尾川

H22年7月 梅雨 233.5
床上浸水　　35戸
床下浸水　　36戸

鷺田川,高尾川

H24年7月 梅雨 209.0
床上浸水　　17戸
床下浸水　    5戸

鷺田川,高尾川

H26年8月 全線 169.5
床上浸水　　46戸
床下浸水　　46戸

鷺田川,高尾川

H30年7月 梅雨 333.5
床上浸水　　25戸
床下浸水　　19戸

高尾川

発生年月日 降雨要因 被害状況 河川名
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 【事業概要】 

 ・事業延長 L=1,040m 

 ・事業期間 H27～H31 

 ・事業費   78 億円 

 ・整備内容 地下河川（シールド工法） L=1,040m 

         橋梁架替 N=1 橋 , 特殊堤 L=120m 

図-6 事業イメージ 

 

5．事業の目標と課題 

 

 事業の目標と課題を以下のとおり設定した． 

(1) 目標 

本事業における目標は,度重なる浸水被害を早期に

軽減するため,「限られた期間での確実な事業効果発現」

とした. 

(2) 課題 

本事業で採用した地下河川は,全国的にも例の少な

い工法であり,限られた期間内に確実な事業効果を発

現させるためには,適切な施設設計を行う際の課題や施

工段階の課題等,今までにない様々な課題があった． 

 

6．設計における課題 

 

 事業目標の達成に向け,設計上の課題とそれに対す

る対応について紹介する． 

(1) 設計概要 

 地下河川の計画諸元は,理論値より河川分派に伴う流

入損失,管内ロス,流出損失等のロスを考慮し,目標流量

の分派に必要な地下河川規模を設定した. 

 

①計画流量   河道 30 m2/s , 地下河川 30 m2/s 

（H26.8.22    河道 40 m2/s , 地下河川 30 m2/s） 

②トンネル延長 1,040 m 

③内径（外径） φ5.0 m （φ6.0 m） 

④曲線半径  R60（3 箇所）, R30（8 箇所）, R25（1 箇

所）, R20（9 箇所）, R18（4 箇所）, R16（2

箇所） 

⑤流下方式  自然流下圧力管方式 

⑥流入形式  越流堤による横越流 

⑦流出形式  逆流防止堰 

図-7 各部損失モデル 

 

(2) 課題 

本施設に求められるのは「洪水時の確実な流下機能

の確保」であり,以下の段階における再現精度や維持管

理基準の設定が課題であった．（ここでいう機能とは計

画流量の流下とする） 

a) 施設整備段階 

施設整備段階においては,当初は机上検討により施

設諸元を決定したが,地下河川への分流特性は種々な

要素に支配されるため,再現精度に課題があり,確実な

計画流量の流下ができない恐れがある． 

b) 維持管理段階 

 施設整備後に見込まれる土砂の堆積と地下河川流

下量との関係性が不明であり,土砂の排土に関する定

量的な指標がないため,維持管理の状況によって確実

な計画流量の流下ができない恐れがある． 

(3) 対応 

 これら課題に対し,大型の水理模型を用いて施設形状

を決めるための実験と,形状決定後の土砂堆積の影響

を検証する 2 種類の水理模型実験を行った. 

 

7．施設形状の決定に資する実験 

 

 地下河川の確実な計画流量の流下が可能となるよう

施設形状を決定することを目的として実施した. 

(1) 実験概要 

 本実験に使用する模型は,経済性や再現性を考慮の

上,対象区域を３つに区分し,縮尺 1/25 スケールで製作

した．それを利用して各部における損失を実証するため,

湾曲損失実験,流入施設実験,流出施設実験を実施し

た. 

 

図-8 計画流量（左：河川整備計画、右：床対計画） 
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図-9 施設形状決定に資する実験イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 湾曲損失実験模型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 流入施設実験模型（上：全体、下：流入施設部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 流出施設実験模型 

(2) 実験結果 

 製作した模型の流入,流出形状等を複数案変化させ,

計画流量の流入及び流下が可能な形状を決定した. 

a) 湾曲損失実験 

 本計画の特徴である多数の湾曲による損失について,

当初計画では水平曲りによる損失を屈折による損失と

仮定して設定していたが,実験による実証値を得ること

ができ,施設形状に反映した. 

 

（当初計画における損失設定の考え方） 

 

屈折による損失 1) 

 

                              (1) 
 

                                        (2) 
 

 

 

 

 

図-10 屈折管 

 

ここに,hbe：屈折による損失水頭（m）,fbe：屈折損失係

数,V：管内流速（m/s）,θ：屈折角（図-10 参照） 

 

表-2 水平曲りによる損失係数の理論値と実験値の比較 

 

 

 

 

b) 流入施設実験 

 流入施設における損失を評価し,完全越流で計画流

量が流下可能な施設形状を決定した.なお,実験結果よ

り越流堤の形状や高さ,流入方式,止水域部分の形状変

更を行った. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 実験結果例（越流堤高と分流量の関係） 

 

支川流入 
地下河川合流

支川流入 
地下河川分流 

←高尾川 

←地下河川 

流出施設実験  湾曲損失実験  流入施設実験        

 直線区間 
湾曲区間

 1/25 

直線

区間

 高尾川  支川 

範囲 

縮尺 

紫橋(県道)～紫橋（市道）

 1/25 

高尾川  支川 

流入立坑 

越流堤 

 斜路 

スクリーン 

 高尾川 

 鷺田川 

 

 

 

鷺田川 多々良橋上流～県道龍明橋（450m） 

高尾川 合流点～歓喜橋（220m） 

1/25 

 地下河川 

縮尺 

範囲 

縮尺 

ℎ = 2  

= 0.946 sin 2 + 2.05 sin 2 

理論値 実験値

損失係数 3.66 2.82
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表-3 変更内容 

 

図-12 流入施設実験結果の反映（左：原案,右：最終案） 

 

c) 流出施設実験 

 流出施設における損失を評価し、計画流量流下時に

施設内水位が所定の水位以下となる施設形状を決定し

た. 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 実験結果例（逆流防止堰高と立坑内水位の関係） 

 

表-4 変更内容  

図-14 流出施設実験結果の反映（上：原案,下：最終案） 

(3) まとめ 

 水理模型実験により施設の最終形状を確定し,洪水時

の確実な流下機能を確認することができた.また,止水域

となる部分の形状変更や施工性の改善によりおよそ 5

千万円のコスト縮減を行うことができた. 

 

図-15 流入施設イメージ  図-16 流出施設イメージ 

 

8．維持管理に資する実験 

 

 地下河川の実運用では,洪水流を引き込む際に大量

の土砂流入が伴うと想定される.土砂の流入,堆積,流

下,流出の形態や計画流量の流下に与える影響を明ら

かにし,地下河川の流下機能を継続的に確保するため

排土基準を設定することを目的として実施した. 

(1) 実験概要 

 流入土砂の影響を把握するため、既存の水理模型を

利用し,河道からの土砂流入実験や流入立坑及び地下

河川実験,流出立坑及び流出部実験を実施した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-17 維持管理に資する実験イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5 河道からの土砂流入実験 

 

 

 

←高尾川 

←地下河川 

河道からの土砂流入実験   

  流出立坑及び流出部実験  流入立坑及び流入部実験    

原案 最終案 備考

1.61m 1.46m

4門 2門 流況を踏まえて必要十分な門数に変更

断面形式 複断面 単断面 複断面効果が微小のため、形状簡素化

壁厚 0.5m 1.5m ケーソンを用いることでコスト縮減

先端形状 鋭角 直角 流況に差異がないため、形状を簡素化

1.0m 4.0m スムースな流れとなる開口幅を設定

越流堤高

門数

導流壁

開口幅

原案 最終案 備考

逆流防止 0.91m 1.70m
流入施設における越流開始流量から逆

流防止堰高を検討（上流からの流入後

に、逆流する高さに設定することで、

直落下による施設損耗を防ぐ）

堰高 （T.P.27.24m） （T.P.28.03） 堰高は計画河床高からの高さで表記
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写真-6 流入立坑及び地下河川実験 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7 流出立坑及び流出部実験 

 

(2) 実験結果 

 河道内流砂のうち地下河川への流入量を把握し,土砂

の堆砂状況や堆積に伴う水位上昇量,分流低減量を把

握した． 

a) 河道からの土砂流入実験 

 現地河床材料調査に基づく粒径を再現した土砂を河

道に投入し,流入施設への流入土砂量を採取・計測した.

その結果,流量規模に依らず,河道流砂量の約 18 %が流

入し,粒径は 6 mm 以下が卓越することが分かった. 

 

表-5 地下河川流入流砂量 

 

図-18 地下河川流入流砂の粒径 

 

b) 流入立坑及び地下河川実験 

 流入土砂のうち約 16 %が流入立坑に堆砂し,約 84 %は

地下河川に流入することが分かった.また堆砂状況の時

間変化を把握し,堆砂厚,量と流入立坑水位の関係が確

認できた. 

 

 

 

 

 

 

写真-8 流入立坑及び地下河川実験の様子 

 

c) 流出立坑及び流出部実験 

 流出立坑に到達した土砂のほとんどは鷺田川に放出

され,流出立坑内の堆砂は極めて微量であり,水位上

昇・分流量低下に影響しないことが分かった 

 

 

 

 

 

 

. 

写真-9 流出立坑及び流出部実験の様子 

 

(3) まとめ 

 水理模型実験により流入・流出立坑の堆砂による影響

や地下河川への堆砂動態が把握され,分流量を維持す

るための排土基準（案）を流入立坑及び地下河川の流

入側付近において設定することができた. 

 

 

 

 

 

 

図-19 排土基準の考え方 

 

表-6 設定した排土基準（案） 

 

9．施工における課題 

 

 次に施工段階の課題とそれに対する対応について紹

介する． 

(1) 背景 

シールド工事については,平成２４年に岡山県倉敷市
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河床材料調査結果

実験砂（実験投入土砂）

床対

1/30年

1/50年

地
下

河
川

流
入

土
砂

は
概

ね
6m

m
以

下

河道流量に依存せず、

ほぼ同一の粒径分布

30～40m 程度は堆砂しづらいため、監視対象として不適当 

流入土砂の 16%が堆砂 

流入土砂の 11%が堆砂 
流入土砂の 73%が模型外へ流出 

流入土砂の 84%が地下河川へ 

流入立坑内の堆砂分布傾向を把握 

流下土砂の 55%が地下河

流下土砂の 2%が流出立坑、2%が吐口部に堆砂 

流下土砂の 42%が鷺田川へ

Tika  

①許容堆砂量：地下河川分流量が低減する堆砂量

③維持管理堆砂量：①から②を除いた土砂量 

②越流開始～流量ピークまでの土砂流入量

施設敷高

土砂投入量 地下河川 地下河川

模型値 土砂流入量 土砂流入量 土砂流入率

（L/30sec） 模型値 原型値 （%）

高尾川 地下河川 （L/30sec） （m
3
/s）

床対計画流量 70 35.34 9.7 1.778 0.185 18.3
1/30確率流量 72 35.98 9.7 1.799 0.187 18.5
1/50確率流量 81 41.12 10.7 1.977 0.206 18.5

流量
流量・分流量（m

3
/s）

堆砂なし

高尾川 高尾川 流入立坑 流入立坑 地下河川 流入立坑 地下河川 流入 地下

流量 流量 水位上昇 堆砂量 堆砂量 堆砂量 堆砂量 立坑 河川

（m3/s） （m3/s） 量（m） A（m3
） B（m3

） C（m3
） D（m3

） A-C B-D

（m3
） （m3

）

床対計画 40
堤防満杯 (+5.34)
（70m3/s）

34.66 0.544 150 1,200 105

河道条件

1/10計画

流入立坑 地下河川 流出立坑

558 45 642 51cm 66cm 流入立坑に

準じる
※

流量条件

許容量 1ハイドロ（～ピー 維持管理堆砂量 維持管理堆砂厚
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で作業員５名が亡くなる等,近年でも事故が発生してい

る.国土交通省においても「シールドトンネル施工技術

安全向上協議会」により事故防止にむけた議論が進め

られており,厚生労働省も平成２９年３月には「シールドト

ンネル工事に係る安全対策ガイドライン」を策定するな

どシールド工事におけるより充実した安全対策を講じる

べく関係省庁に適切な措置の実施を要請しているとこ

ろである. 

(2) 課題 

 本施工における目標は,「工事の確実な早期完成」で

あり,今まで経験の少ない工法において,いかに施工上

のリスクを抽出,評価,対応するかが課題であった. 

(3) 対応 

 福岡県においては過去に例のない工事であり,課題解

決に向けた高尾川地下河川技術検討委員会（以下「技

術検討委員会」という）を設立し,本シールド工事のリスク

マネジメントに取り組んでいる. 

 

10．技術検討委員会での取組 

 

 ここでは,当事務所において平成２９年から取り組んで

いるリスクマネジメントの取組を紹介する. 

(1) 工事概要 

 本取組の対象工事は,高尾川床対事業の主要工事で

ある高尾川地下河川築造工事とし,発進立坑の築造と

地下トンネル部分をシールド工法にて築造するものであ

る. 

 本工事は,連続する急曲線シールド掘進（R=16～

60m,27 箇所）や掘進位置の地層が著しく脆い風化花崗

岩であること,また河川直下での低土被りシールド掘進

である等の特徴があり,施工管理を行う上で非常に難易

度が高いものである. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20 発進立坑施工イメージ（ニューマチックケーソン工） 

 

 

 

図-21 地下河川施工イメージ（シールド工） 

 

(2) 技術検討委員会の概要 

 本委員会は発注者,施工者,設計者,学識者で構成さ 

れ,本工事の特徴を踏まえリスクを抽出し,その対応や認

識の相互共有を図るものである 

 

図-22 技術検討委員会模式図 

 

(3) 技術検討委員会の取組 

 本委員会では,工事着手前のリスクアセスメント（リスク

の抽出,分析,評価）,リスク対応とその評価,実施時のＰＤ

ＣＡサイクルの構築等を実施した.現地調査を含め１年

間で計３回の委員会を開催し,リスク対応について議論

すると共に,「みえる化」に努めた. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-23 技術検討委員会開催内容 

 

第２回 技術検討委員会

現地調査

第１回 技術検討委員会

・現地確認

・リスク抽出

・リスク対応（案）

・リスク抽出

・リスク分析

・リスク評価

・リスク対応 → 再評価

・ＰＤＣＡ構築
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11．リスクアセスメント 

 

 本工事におけるリスクを抽出し,管理方針に基づ

き分析・評価を行った. 

(1) リスクの管理方針 

 リスク管理方針は,事業の主旨を踏まえ,「工程の遅れ

（事業の遅れ）」と「労働災害」とした. 

(2) リスクの抽出,分析 

 本工事において想定し得るリスクを抽出し,管理方針

に基づき下記のとおり分類した. 

 

図-24 リスク分類図 

 

(4) リスクの評価 

 リスクは,評価項目を「工期への影響」,「工事費への影

響」,「発生頻度」とし,以下のとおり定義した. 

 

  リスク ＝ 影響度（工期,工事費） × 発生頻度 
 

そのため,リスクは影響度又は発生頻度のいずれかを

改善することで低減されるものとした. 

また,評価は「高」,「中」,「低」の３段階とし,可能な限り

定量的な評価を行うことを基本としたが,やむを得ない

場合は定性的な評価を行った. 

 

表-6 評価区分（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-25 リスク評価の事例 

 

12．リスクマネジメント 

 

 前述のリスクに対し,その低減目標を設定し,それに向

けた対策の検討とその評価を行った.また,それらを継続

的に更新していく体制を構築した. 

(1) リスクの低減目標 

発生が想定される事象毎に工程や工事費への影響

を考慮し,表-7 のとおり影響度を「重度」,「中度」,「軽度」

にランク分けした.次に表-8 のように影響が重度,中度な

事象については,発生頻度を「低」とすることでリスクを低

減し,影響が軽度な事象については発生頻度を「中」と

することでリスクを保有することとした． 

 

表-7 影響度のランク（案） 

表-8 リスク低減目標（案） 

高 中 低

工期の影響 ４箇月以上の遅れ ４箇月未満の遅れ １箇月以下の遅れ

工事費の影響 １億円以上の増 １億円未満の増 １千万以下の増

発生頻度 発生確率50％以上 発生確率10～50％ 発生確率10％未満

工程の遅れ 工事中止 安定した施工が困難 高 中 低 高 中 低 高 中 低

⇒事業の遅れ 高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

シールド機 掘進不能
【重度】
ジャッキ推力が不足する

高 中 低 高 中 低 高 中 低

縦リブ、継手板の座
屈

【重度】
推力増加に伴うセグメントの発生応力の
増加

高 中 低 高 中 低 高 中 低

ボルトの破断
【重度】
せりに伴うセグメントの発生応力の増加

高 中 低 高 中 低 高 中 低

セグメントの破損
【軽度】
ｾｸﾞﾒﾝﾄ補強（ﾘﾝｸﾞ梁）

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
ｾｸﾞﾒﾝﾄの破損による地盤沈下・陥没、坑
内への土砂、水の流入等が発生

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【軽度】
継手補強

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
目開き部より土砂の流入が発生した場合
は、出水箇所の地盤改良等も必要となる

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【軽度】
ボルト交換、リング継手補強

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
ｾｸﾞﾒﾝﾄの破損による地盤沈下・陥没、坑
内への土砂、水の流入等が発生

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【軽度】
縦リブ、継手板補強、推力低減策

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
ｾｸﾞﾒﾝﾄの破損による地盤沈下・陥没、坑
内への土砂、水の流入等が発生

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【軽度】
ボルト交換、継手補強

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
ｾｸﾞﾒﾝﾄの破損による地盤沈下・陥没、坑
内への土砂、水の流入等が発生

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【軽度】
ひび割れ補修（樹脂注入等）

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
ｾｸﾞﾒﾝﾄの破損による地盤沈下・陥没、坑
内への土砂、水の流入等が発生

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【やや重度】
ｾｸﾞﾒﾝﾄ補強(ﾘﾝｸﾞ梁)、ＳＴ変更等

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
ｾｸﾞﾒﾝﾄの破損による地盤沈下・陥没、坑
内への土砂、水の流入等が発生

高 中 低 高 中 低 高 中 低

坑内への出水
【軽度】
機内からの止水注入→ゲート等故障個所
の修理

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
出水→坑内への土砂の流入。それにより
水没や人身事故。

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【軽度】
沈下箇所の地盤改良→復旧

高 中 低 高 中 低 高 中 低

【重度】
陥没付近の家屋避難→埋戻し・地盤改良
→護岸などの復旧

高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

セグメントからの出
水

高 中 低 高 中 低 高 中 低

後続台車の脱輪、転倒 セグメントの破損 高 中 低 高 中 低 高 中 低

計画変更 測量・施工誤差 シールド機の蛇行 高 中 低 高 中 低 高 中 低

追加セグメントの調
達

高 中 低 高 中 低 高 中 低

地域合意 井戸への影響 高 中 低 高 中 低 高 中 低

地盤沈下 高 中 低 高 中 低 高 中 低

騒音・振動 高 中 低 高 中 低 高 中 低

用地買収

線形変更により、追加セグメントの製作・準備に時間を要する

シールド工事による水質悪化、水位低下

河床、宅地の陥没

騒音、振動

テールシールから
の出水

テールシールの摩耗・破損による坑内への出水

裏込め材が浸入・固結による掘進不能

Kセグメントの脱落やＲＣセグメントの損傷箇所からの出水

後続車の転倒によりセグメントに衝突し、破損する

ボルトの破断

ＲＣセグメント

セグメント本体のひ
びわれ

リング間継手の破断

切羽からの出水

スクリュー排土口からの噴発、排土
ゲートの故障による出水

取り込み過多による地盤沈下

地山が脆く余掘り部
での地盤反力の低
下による線形逸脱 鋼製セグメン

ト

局所的施工荷重に
よるセグメント破損

鋼製セグメン
ト

ジャッキの偏圧によ
るセグメントの変形

セグメント継手の目
開き

リング間継手の破断

縦リブ、継手板の座
屈

未風化岩の影響

硬質地盤による旋回力不足（大きな地盤反力）

ビットの摩耗、損傷

コピーカッターの摩耗、損傷

シールド機のトラブ
ル

中折れ機の動作不良

チャンバー内の固結による掘進不能

工期への影響 工事費への影響 発生頻度
リスクの管理方針 リスクの分類 リスク リスクの要因 発生する具体的な事象

①本事業が保有するリスク評価

高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

高 中 低 高 中 低 高 中 低

未風化岩の影響

硬質地盤による旋回力不足（大きな地盤反力）

ビットの摩耗、損傷

コピーカッターの摩耗、損傷

シールド機のトラブ
ル

中折れ機の動作不良

チャンバー内の固結による掘進不能

工期への影響 工事費への影響 発生頻度
リスクの要因 発生する具体的な事象

①本事業が保有するリスク評価

ランク

重度 高 中 低 高 中 低 高 中 低

中度 高 中 低 高 中 低 高 中 低

軽度 高 中 低 高 中 低 高 中 低

工期への影響 工事費への影響 発生頻度

ランク

重度

中度

軽度

数年、数億円規模の影響が生じ、場合によっては人命にかかわる事象

定義

数ヶ月、数千万円規模の影響が生じるが、人命への影響はない事象

数日、数百万円規模の影響が生じるが、速やかに復旧できる程度の事象
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(2) リスク対策とその評価 

リスクの低減目標に向けた対策を検討し,再度リスク評

価を行った.その結果を発注者,設計者,施工者間で共

有し,最終的な現場での実施に対するリスク評価を行っ

た. 

 

 

図-24 リスク対策決定のプロセス 

 

(3) ＰＤＣＡサイクルの構築 

 現在,工事は工事着手前の計画段階（Plan）の検討を

経て,工事の実施段階（Do）となっている．今後は技術

検討委員会の枠組みを利用した評価段階（Check）,改

善段階（Action）の取組を適宜行い,PDCA サイクルが円

滑に回るよう努めていく． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-25 ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13．おわりに 

 

 高尾川のような都市小河川における浸水対策は,用

地の確保という面から実現が難しく,長期化していること

が多い．一般的に地下河川は,費用対効果の面で高い

ハードルがあり,都市部以外での適用は難しい．しかし

対策の検討に当たっては,社会情勢や時間的な効果も

含め十分に検討し,総合的な判断を行う必要がある． 

実施においては,今回示した様に施設設計段階での

課題や,完成後の維持管理における課題,施工管理上

の課題等をクリアすると共に,現場では都市部での工事

であるため,騒音振動や地下水等の影響についても配

慮が必要となる． 

現在,地下河川築造工事はシールド掘進を行ってい

るところであり,今後,急曲線の連続に向け,厳しい施工

管理と工程管理が求められている．国内でもこの規模の

シールドトンネルにおける 27 箇所もの急曲線の連続施

工は例がないものであり,本工事の事例は都市小河川

における,浸水対策のモデルとなり得るものだと考えられ

る．本事例が,同様の被害に苦しむ地域における抜本

的取組の参考となれば幸いである． 
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検討委員会の委員に就任いただき、学術的なサポート
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